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年 月 日
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（ ） －

所
属

役
職

氏
名

電
話
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※　受付番号は、記入しないこと。

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

（担当者：

（実印）

電 話 番 号

※

　伊方町長　　　　　　　様

住所（所在地)

商号又は名称

代表者の役職及び氏名

ふ り が な

ふ り が な

ふ り が な

受付
番号

令和５･６年度　建設工事入札参加資格審査申請書（町外）

令和
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〒 － （ ） － （ ） －

般 （年）

特

年 月 日

人 人

( )

( )

( )

住所（所在地）

（ふりがな）

　権限の
　委任先

（権限を委
任する場合
のみ記入す
ること）

代表者の役
職及び氏名

営業
年数

号

FAX

（千円）
直近の許可番号
及び許可年月日

建設工事入札参加資格審査申請書（町外）

知事
（ ）

電話

商号又は名称
及び営業所名

（ふりがな）

電 話 番 号
（ＦＡＸ番号）

代　表　者

役職名 氏　名

愛媛県内にある

支店、営業所

名　称 郵便番号 住所（所在地)県外にある
最　寄　の

支店、営業所

人）

名　称 郵便番号 住所（所在地)

氏　名

人（うち技術職員数

郵便番号 住所（所在地)
電 話 番 号

（ＦＡＸ番号）

人）

建設業の許可（該当する業種について許可区分の欄のいずれかを○囲むこと。）

代　表　者

役職名 氏　名

自己資
本の額

（千円）
第

愛媛県内の常勤職員数
（うち技術系

資本金

人）（うち技術系

大臣

職　員　数

電 話 番 号
（ＦＡＸ番号）

人）

代　表　者

役職名

常駐職員数 人（うち技術職員数

名　称

常駐職員数

　発注を希望する業種（○印を記入すること。）

土木 建築 大工 左官
とび・
土工 石 屋根 電気 管

タイル・
れんが・
ブロック

鋼構
造物

鉄筋 舗装
しゆん
せつ 板金

ガラ
ス

塗装 防水

　

内装
仕上

機械器
具設置

熱絶
縁

電気
通信

造園
さく
井

建具
水道
施設

消防
施設

清掃
施設

解体

　

　許可を受けた建設業の種類（一般は「１」を特定は「２」を記入すること。）

土木 建築 大工 左官
とび・
土工 石 屋根 電気 管

タイル・
れんが・
ブロック

鋼構
造物

鉄筋 舗装
しゆん
せつ 板金

ガラ
ス

塗装 防水

　

内装
仕上

機械器
具設置

熱絶
縁

電気
通信

造園
さく
井

建具
水道
施設

消防
施設

清掃
施設

解体

「営業年数」、「資本金」、「自己資本の額」
直近の経営事項審査申請で記入した内容を記入してください。

「職員数」
直近の経営事項審査の審査基準日における人数を記入してください。

「愛媛県内にある支店・営業所」
愛媛県内にある支店等（建設業法で定めるもの以外を含む）を記入してください。欄が足りない場合は別葉としてくださ

い。

「県外にある最寄りの支店・営業所」
愛媛県外にある最寄りの支店等（建設業法で定めるもの）を記入してください。

「権限の委任先」

委任状により本店以外の営業所に、①入札及び見積もりに関する一切の権限、②契約締結に関する一切の権限、③代金請
求及び受領に関する一切の権限、④復代理人の選任に関する一切の権限、⑤その他①から④に付帯する一切の権限を委任す

る場合は記入してください。

「発注を希望する業種」の欄

伊方町から工事の発注を希望する建設工事に○印を記入してください。
希望する業種については、建設業法第２７条の２３第１項の規定による、経営に関する客観的事項の審査（経営事項審査）

を受けており、「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」において、総合評定値の記載があるものとします。

※発注を希望する業種に○印を記入した業種について格付を行います。
（入札・契約権限を支店等に委任する場合は、委任先で希望する業種のみを記載してください。）

「許可を受けた建設業の種類」の欄
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の規定による許可を受けている種類に、一般は「１」特定は「２」

を記入してください。

（入札・契約権限を支店等に委任する場合は、委任先（許可を受けた建設業の種類）を記載してください。）
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伊方町に建設工事入札参加資格審査申請書を提出し、又は提出を予定している系列会社の状況

 （１）親会社（ 有 ・ 無 ）　（該当するものを○で囲むこと。）

電話番号商号又は名称 許可番号 住　　所

監督処分及び入札参加資格停止措置の状況

処分等の内容、期間 処分等の理由実施行政庁

商号又は名称 電話番号

 （２）子会社（ 有 ・ 無 ）　（該当するものを○で囲むこと。）

住　　所

許可番号兼任先の商号又は名称

許可番号

申請者役職 氏　名 兼任先役職

 （３）役員の兼任（ 有 ・ 無 ）　（該当するものを○で囲むこと。）

処分等の年月日

「伊方町に建設工事入札参加資格審査申請書を提出し、又は提出を予定している系列会社の状況」
該当する系列の企業（親・子会社）があれば（１）又は（２）に記入し、役員を兼任している場合は（３）に記入してく

ださい。
なお、ここで記入する系列企業（親子会社）とは、議決権のうち40％以上を親会社の計算（他人名義も含む）において所

有している場合をいいます。

「監督処分及び入札参加資格停止措置の状況」の欄

過去２年間（令和2年11月1日から令和4年10月31日まで）に建設業法に基づく監督処分又は伊方町から入札参加資格停止

措置を受けている場合にはその内容を記入し、該当がない場合は「該当なし」と記入してください。

なお、「処分等の内容・期間」及び「処分等の理由」は、できるだけ簡潔に記入してください。
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該当する□欄に、✔印を記入してください。

 経営事項審査の「その他の審査事項」の該当欄が「無」となっているが、加入しています。

【健康保険及び厚生年金保険】

 経営事項審査の「その他の審査事項」の該当欄が「有」又は「除外」となっている。

　　雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の加入状況

【雇用保険】

 経営事項審査の「その他の審査事項」の該当欄が「有」又は「除外」となっている。

 経営事項審査の「その他の審査事項」の該当欄が「無」となっているが、加入しています。

経営事項審査の「その他の審査項目」の該当箇所に「有」又は「除外」の表示がある場合は下記の該当する書類の提出は不要

です。「無」の場合は以下の記載に従ってください。

（1）雇用保険の加入に関する書類（下記のいずれかを提出してください。）

①雇用保険料納入証明書（写し）

②直近の労働保険概算・確定保険料申告書の控え及び保険料領収済通知書（写し）

③雇用保険適用事業所設置届の事業主控え（写し）

※労働保険に関する事務処理を労働保険事務組合に委託している場合は、事務組合発行の保険料納入通知書（写し）を提出して

ください。

（2）健康保険及び厚生年金保険の加入に関する書類（下記のいずれかを提出してください。）
①社会保険料納入証明書（写し）

②保険料納付領収証書（直前３か月以内のもの）（写し）
③健康保険・厚生年金保険新規適用届の事業主控え（写し）

※健康保険組合に加入している場合は、加入証明書又は健康保険の適用除外承認書など加入を証明する書類を提出してください。


